付録資料２
特定事業の選定公表文
（例）
特定事業の選定について

○○市は、平成○年○月○日に「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年法律第117号、以下「PFI法」という。）第5条第3項の規定により、○○市立小中学校耐震化事業（以下「本事業」という。）に関する実施方針を公表した。今般、同法第6条の規定に基づき、本事業を特定事業と選定したので、同法第8条に規定する特定事業の選定における客観的評価の結果をここに公表する。
平成○年○月○日

○○市長　○○　○○
特定事業の選定について
１．事業概要
（１）事業名称
○○市立小中学校耐震化事業
（２）公共施設等の種類

公立学校施設
（３）公共施設等の立地等

	学校名称
	立地場所

	○○小学校
	○○市○○町

	○○中学校
	○○市○○町

	
	


（４）公共施設等の管理者等の名称
○○市長　　○○　○○
（５）事業目的

○○市（以下「市」という。）では、耐震性が確保されている公立学校施設が全体の約○割に留まり、早期の耐震化が望まれる一方、財源の確保が課題となっている。本事業はこれらの課題に対応するため、民間事業者の資金と経営能力等の活用を図るPFI法により、公立学校施設を複数校一括して耐震化し、耐震性の向上を早期に実現するとともに、公立学校施設の維持管理を民間事業者に委ねることで、長期間に亘って良好な保全状態で維持し、長期的な観点での整備コストの縮減と質の確保を図ることを目的とする。

特に、市は、本事業へのPFI導入により、○○を重視し、○○が図られることを期待している。
（６）事業方式
本事業は、PFI法第7条第1項の規定に基づき市が選定した事業者（以下「事業者」という。）が、対象施設の校舎等につき、設計業務、建設・工事監理業務（耐震補強工事、改修工事及び工事監理）を行い、事業契約書に定める事業期間中にわたって維持管理業務を遂行する、ＲＯ方式（Rehabilitate Operate）により実施する。

（７）事業範囲

本事業の事業範囲は、各対象施設の対象棟ごとに次のとおりである。

	対象施設
	対象棟
	延床面積
	事業範囲

	○○小学校
	○○校舎
	○○㎡
	耐震補強工事

維持管理

	
	体育館
	○○㎡
	耐震補強工事

改修工事

維持管理

	
	○○棟
	○○㎡
	維持管理

	○○中学校
	
	
	

	
	
	
	


1 設計業務

· 耐震補強設計業務

· 改修設計業務

· 国庫補助申請の補助業務

· その他これらを実施する上で必要な関連業務

2 建設・工事監理業務

· 工事に伴う各種申請等の業務

· 耐震補強工事業務

· 改修工事業務

· 工事監理業務

· その他これらを実施する上で必要な関連業務

3 維持管理業務

· 建築物保守管理業務

· 建築設備保守管理業務

· 植栽・外構維持管理業務

· 清掃・衛生業務

· 維持管理業務にかかる光熱水費は、市が実費を負担する。
（８）事業期間
本事業の事業期間は、契約締結日から平成○○年○月末までの約○年間である。
なお、対象施設ごとの事業期間は、下表に示すとおりである。

	対象施設
	設計・建設期間
	維持管理期間

	○○小学校
	契約締結日～平成○年○月
	平成○年○月～平成○年○月

	○○中学校
	
	


２．評価内容
（１）定量的評価
本事業について、市が直接実施する場合とＰＦＩ事業として実施する場合を比較し、ＰＦＩにより得られる定量的効果について分析を行った。なお、これらの前提条件は仮定であり、実際の事業者の提案内容を制約するものではない。

１）ＰＳＣとＰＦＩ－ＬＣＣとＶＦＭの値
	項目
	値
	公表しない場合はその理由

	①PSC（現在価値ベース）
	○百万円
	

	②PFI-LCC（現在価値ベース）
	○百万円
	

	③VFM（金額）
	○百万円
	

	④VFM（割合）
	○％
	


２）ＶＦＭ検討の前提条件
	項目
	値
	算出根拠(公表しない場合はその理由)

	①割引率
	○％
	○を参考として○％と設定した。

	②物価上昇率
	○％
	○を参考として○％と設定した。

	③リスク調整値
	○％
	○を参考として○％と設定した。


なお、リスク調整値については、ＰＦＩで実施する場合に選定事業者に付保を義務付ける保険の保険料相当額を定量化した上で調整した。

３）事業費などの算出方法
	項目
	ＰＳＣの
費用の項目
	ＰＦＩ－ＬＣＣの
費用の項目
	算出根拠
(公表しない場合はその理由)

	①設計業務及び建設・工事監理業務にかかる費用の算出方法
	各種調査費用

設計業務費

工事監理業務費

建設業務費
	各種調査費用

設計業務費

工事監理業務費

建設業務費

SPCの開業に伴う

費用
	・ＰＳＣの費用については○を参考とした。

・ＰＦＩ－ＬＣＣの費用については、○を参考とした｡

	②維持管理業務にかかる費用の算出方法
	維持管理費
修繕費
	維持管理費
修繕費
	・ＰＳＣの費用については○を参考とした。

・ＰＦＩ－ＬＣＣの費用については、○を参考とした｡

	③資金調達にかかる費用の算出方法
	起債費用、債券利

息など資金調達手法別の資金調達費用
	配当、支払利息など資金調達手法別の資金調達費用
	・ＰＳＣは、事業費から補助金分を差し引いた残りの○％を起債、○％を一般財源とする。起債金利○％、返済条件は、○年間据え置き、○年間の返済期間で元利均等返済とした。

・ＰＦＩ－ＬＣＣは、資本金と劣後ローンを合わせて必要資金の○％を調達することとした。

・ＥＩＲＲは○％とした。

・金融機関からの資金調達条件については○を参考とした。

	④その他の費用
	事業者選定にかかる公共側の費用
	ＰＦＩ事業実施に係る公共側の費用

モニタリングに係る費用

ＳＰＣの運営費
	・ＰＳＣについては、事業者選定に係る公共側の費用を計上した。

・ＰＦＩ－ＬＣＣについては、ＰＦＩ事業実施に係る公共側の費用やアドバイザー費用、ＳＰＣの運営費などを計上した。


４）評価結果
本事業を市が自ら実施する場合に比べ、ＰＦＩ方式により実施する場合は、事業期間中の市の財政負担額が○％程度削減されるものと期待される。

（２）定性的評価
本事業をＰＦＩ事業として実施する場合に以下の主な定性的効果が期待される。
１）耐震化の早期実現

本事業はＰＦＩ方式を用いることにより、複数の学校の耐震化事業を短期間で実施することが可能となり、児童生徒や地域住民の安全性の早期確保が期待される。
２）リスク分担の明確化による安定した事業運営
本事業の計画段階において、発生の予想されるリスクについて、予めその責任分担を市及び事業者の間で明確化することによって、リスクが顕在化した際における適切かつ迅速な対応が可能となり、業務の円滑な遂行や安定した事業運営の確保が期待される。
３）効率的な維持管理業務の実施
本事業はＰＦＩ方式を用いることにより、設計、建設・工事監理、維持管理を一括して事業者に任せるため、施設ごとに仕様を定め分割発注する場合と比較して、各施設間の連携や効率性を考慮した人員配置や、単年度契約では困難であった長期的な計画に基づいた業務の最適化が図られることから、効率的な維持管理業務の実施が期待される。
（３）総合評価
本事業をＰＦＩ事業として実施することにより、事業全体を通じて選定事業者の資金、創意工夫及びノウハウを一括して活用することが可能となり、この結果、定量的評価におけるＶＦＭの達成に加えて、定性的評価に提示した様々な効果が期待できる。
以上より、本事業をＰＦＩ事業として実施することが適当であると認められるため、ここにＰＦＩ法第6条に基づく特定事業として選定する。
※これらを公表することにより、その後の入札等において正当な競争が阻害されるおそれがある場合等においては、公表しないこととしてもよい。
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